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大阪府内の消費生活相談窓口
平成２７年度消費生活相談の概要
	《相談全体》
　　平成27年度に大阪府内の消費生活相談窓口が受け付けた相談件数は75,427件で､前年度の74,463件と比べ964件（1.3％）増加しました（付表1参照）。契約当事者の年代別で見ると70歳以上が、前年度と比べ525件（3.6％）増加して15,144件となり、相談全体の約20％を占めました。60歳以上で見ると前年度と比べ44件（0.2％）増加して24,726件となり、相談全体の約3件に1件が高齢者に関する相談となっています（付表2参照）。
《内容別の特徴》
1． 最も多い相談はインターネット関連

商品・役務別の相談件数では、前年度同様インターネット関連の相談が上位になりました。最も多い相談は、「デジタルコンテンツ」（インターネット上で提供する情報等）の12,727件で（付表3参照）、前年度に比べ減少したものの、どの年代層においても1位となりました（付表6参照）。「デジタルコンテンツ」の具体的内容としては、「アダルト情報サイト」に関する相談が6,653件で、最も多く寄せられました（付表4参照）。また、20歳未満では、相談件数2,070件のうち、「デジタルコンテンツ」が1,167件で、半数以上を占めました（付表6参照）。

そのほか、インターネット関連では、「インターネット接続回線」（自宅で利用する光回線等インターネット回線）、「移動通信サービス」（携帯電話・スマートフォン等の通信回線）に関する相談が前年度に比べ大幅に増加しました（付表3参照）。
２．販売購入形態別では、通信販売に関するトラブルが最も多い
販売購入形態別では、「通信販売」に関する相談が最も多く寄せられました（付表7参照）。通信販売では、「健康食品」や「化粧品」などの商品について、お試しだと思っていたら定期購入になっていた等のトラブルや、詐欺的な通販サイトの利用による商品未着などのトラブルに関する相談が多く寄せられました。
３．高齢者を狙った詐欺的トラブルが後を絶たない
高齢者を狙った詐欺的トラブルが後を絶たず、「ファンド型投資商品」（実体のはっきりしない事業への投資）に関する相談に占める高齢者の割合が特に高くなっています（付表11参照）。劇場型勧誘（複数の人が役割を分担して消費者を信用させる手口）など悪質な手口が問題となっています。また、マイナンバー制度に便乗した不審な電話など、詐欺に繋がる可能性のあるトラブルの相談も寄せられました。

４．危害・危険

危害に関する相談（商品・役務・設備に関連して、身体に怪我、病気等の危害を受けたという相談）
は848件で､前年度と比べ120件(12.4%)減少し（付表8参照）、危険に関する相談(危害を受けたわけで
はないが､そのおそれのある相談)は376件で､前年度と比べ57件(13.2%)減少しました（付表9参照）。



※「付表1」及び「付表2」は、「全国消費生活情報ネットワークシステム」（ＰＩＯ－ＮＥＴ）に登録された相談件数（平成28年5月末現在）に、同システム未対応市町村からの回答件数を加算している。

※「付表3」から「付表15」は、「全国消費生活情報ネットワークシステム」（ＰＩＯ－ＮＥＴ）に登録された相談件数（平成28年5月末現在）。
○付表1　相談件数の年度推移　　
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○付表2　契約当事者の年代別件数
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《内容別の特徴》
1. 商品・役務別にみた場合の特徴

商品・役務別の相談件数では、前年度同様インターネット関連の相談が上位になりました。最も多い相談は、「デジタルコンテンツ」（インターネット上で提供する情報等）の12,727件で（付表3参照）、前年度に比べ減少したものの、どの年代層においても1位となりました（付表6参照）。特に20歳未満では、相談件数2,070件のうち、「デジタルコンテンツ」が1,167件で、半数以上を占めました。「デジタルコンテンツ」の具体的内容としては、「アダルト情報サイト」が6,653件で、最も多く寄せられました（付表4参照）。
そのほか、インターネット関連では、「インターネット接続回線」（自宅で利用する光回線等インターネット回線）が2,910件となり、前年度に比べ574件(24.6%)増加し、2番目に多い相談となりました。相談内容としては、昨年2月1日から開始された光卸の契約に関するトラブルが多く寄せられました。また、「移動通信サービス」（携帯電話・スマートフォン等の通信回線）は2,206件となり、前年度に比べ442件（25.1％）増加し、4番目に多い相談となりました。相談内容は、スマートフォンの乗換えやモバイルデータ通信のセット販売などに関するトラブルが目立ちました。

○付表3　相談の多い商品・役務【上位20位】
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○付表4　デジタルコンテンツの具体的内容　

	商品・役務
	２７年度
	２６年度
	前年度比
	増減数

	アダルト情報サイト
	6,653
	8,004
	83.1%
	▲ 1,351

	サクラサイト(出会い系サイト)
	773
	835
	92.6%
	▲ 62

	オンラインゲーム
	371
	348
	106.6%
	23

	その他のデジタルコンテンツ※
	4,930
	4,304
	114.5%
	626

	計
	12,727
	13,491
	94.3%
	▲ 764


※有料サイトの架空請求、内容の特定できないサイトの利用、映像配信サービスやギャンブル情報サイトおよびその他の情報サイト
○付表5　契約当事者年代別　デジタルコンテンツの具体的内容
[image: image6.wmf]63,018

59,310

66,099

68,038

68,451

7,195

6,587

6,669

6,425

6,976

70,213

65,897

72,768

74,463

75,427

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

23

年度

24

年度

25

年度

26

年度

27

年度

苦情相談

問合せ等

件

数


　
○付表6　契約当事者年代別　相談の多い商品・役務【上位10位】
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２.販売購入形態別にみた場合の特徴　
販売購入形態別相談件数では、「通信販売」に関する相談が24,132件で最も多く寄せられました（付表7参照）。通信販売では、「健康食品」や「化粧品」について、無料お試しと思って申込みをしたのに定期購入の契約になっていた等のトラブルが目立ちました。また、詐欺的な通販サイトの利用による商品未着などのトラブルに関する相談も寄せられました。

なお、「マルチ・マルチまがい」商法についての相談は980件寄せられ、前年度より176件（21.9%）増加しました。そのうち、20歳代以下の若者の相談が507件で51.7％を占めました（付表15参照）。
○付表7　販売購入形態別相談件数　
	販売購入形態
	２７年度
	２６年度
	前年度比
	増減数

	店舗購入
	22,469
	22,274
	100.9%
	195

	訪問販売
	7,386
	7,296
	101.2%
	90

	通信販売
	24,132
	24,564
	98.2%
	▲ 432

	マルチ・マルチまがい
	980
	804
	121.9%
	176

	電話勧誘販売
	4,915
	5,296
	92.8%
	▲ 381

	ネガティブ・オプション
	207
	177
	116.9%
	30

	訪問購入
	732
	689
	106.2%
	43

	その他無店舗販売
	816
	745
	109.5%
	71

	不明･無関係
	13,660
	12,515
	109.1%
	1,145

	計
	75,297
	74,360
	101.3%
	937


※ネガティブ・オプション・・・・・契約を結んでいないのに商品を勝手に送ってきて、受け取ったことで、支払義務があると消費者に勘違いさせて代金を支払わせようとする商法。
※その他無店舗販売・・・・・・・・露店、屋台店等通常店舗とは考えられない場所で2日以上の期間に渡り行われる展示販売等。
３．６０歳以上の高齢者の相談の特徴
60歳以上が契約当事者の相談は、「インターネット接続回線」のトラブルが多く、すべての年代層の34.1％を占めています（付表11参照）。
また、詐欺的な投資商法も後を絶たず、劇場型勧誘による詐欺（複数の人が役割を分担して消費者を信用させる手口）などによる「ファンド型投資商品」（実体のはっきりしない事業への投資）に関する相談は、すべての年代層の73.3％が60歳以上の高齢者の相談となっています（付表11参照）。また、マイナンバー制度に便乗した不審な電話など、詐欺に繋がる可能性のあるトラブルの相談も寄せられました。

４．危害に関する相談の特徴
危害に関する相談（商品・役務・設備に関連して、身体に怪我、病気等の危害を受けたという相談）は

848件で､前年度の968件と比べ120件(12.4%)減少しました。ただ、「健康食品」による危害件数は73件で、前年度の29件と比べ44件(151.7%)増加しました。危険に関する相談(危害を受けたわけではないが､そのおそれのある相談)は376件で､前年度の433件と比べ57件(13.2%)減少しました（付表8,9参照）。
○付表8　危害件数　
	商品･役務
	２７年度
	２６年度
	前年度比
	増減数

	食料品（健康食品以外）
	116
	133
	87.2%
	▲ 17

	医　療
	107
	141
	75.9%
	▲ 34

	（うち美容医療）
	(31)
	(55)
	(56.4%)
	(▲24)

	化粧品
	91
	118
	77.1%
	▲ 27

	健康食品
	73
	29
	251.7%
	44

	外　食
	60
	62
	96.8%
	▲ 2

	エステティックサービス
	43
	62
	69.4%
	▲ 19

	パーマ
	23
	33
	69.7%
	▲ 10

	医薬品
	16
	9
	177.8%
	7

	他の美容サービス(ｴｸｽﾃ,ﾈｲﾙｱｰﾄ等)
	15
	15
	100.0%
	0

	履物
	13
	16
	81.3%
	▲ 3

	賃貸アパート
	13
	22
	59.1%
	▲ 9

	その他
	278
	328
	84.8%
	▲ 50

	計
	848
	968
	87.6%
	▲ 120


○付表9　危険件数
	商品･役務
	２７年度
	２６年度
	前年度比
	増減数

	食料品（健康食品以外）
	73
	72
	101.4%
	1

	自動車
	34
	51
	66.7%
	▲ 17

	電気空調・冷暖房機器
	21
	34
	61.8%
	▲ 13

	照明器具
	14
	14
	100.0%
	0

	電話機・電話機用品
	14
	17
	82.4%
	▲ 3

	家具類
	13
	19
	68.4%
	▲ 6

	自動車用品
	11
	5
	220.0%
	6

	自転車
	11
	18
	61.1%
	▲ 7

	石油空調・冷房機器
	10
	2
	500.0%
	8

	パソコン・パソコン関連用品
	10
	7
	142.9%
	3

	外食
	10
	10
	100.0%
	0

	その他
	155
	184
	84.2%
	▲ 29

	計
	376
	433
	86.8%
	▲ 57


参　考　資　料
＜高齢者の相談状況＞

60歳代以上の年代が契約当事者の相談件数は24,680件で、前年度の24,641件より39件（0.2％）増加しました。相談全体（75,297件）に占める割合は32.8％で、約3件に1件となっており、依然として高い割合となっています（付表10参照）。
商品･役務別の相談状況を見ると、最も多い相談は「デジタルコンテンツ」の3,141件でした。2番目に多い相談は「インターネット接続回線」の992件で、同項目の相談全体の34.1％を占めています。また、投資商法に関するトラブルも寄せられ、実体のはっきりしない事業へ出資させる「ファンド型投資商品」に関する相談は451件で同項目の相談全体の73.3％を占めました（付表11参照）。
販売形態別の相談状況を見ると、「店舗販売」が最も多く、次いで「通信販売」が多く寄せられました。「訪問販売」、「電話勧誘販売」、「訪問購入」については、全体に占める割合が高くなりました（付表12参照）。
○付表10　高齢者の相談件数と全相談件数に占める割合（60歳以上）　
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	全　体
	
	　

	　
	
	うち
	全体に占

	　
	　
	60歳以上
	める割合

	総件数
	75,297 
	24,680 
	32.8% 

	店舗販売
	22,469
	6,136
	27.3%

	通信販売
	24,132 
	5,889 
	24.4% 

	訪問販売
	7,386 
	3,891 
	52.7% 

	電話勧誘販売
	4,915 
	2,817
	57.3% 

	訪問購入
	732 
	429 
	58.6% 

	その他無店舗販売
	816 
	318 
	39.0% 

	マルチ・マルチまがい
	980 
	146 
	14.9% 

	ネガティブ・オプション
	207 
	119 
	57.5% 

	その他
	13,660 
	4,935 
	36.1% 


○付表11　高齢者の相談の多い商品･役務(上位10位）　　　　　○付表12　高齢者の相談の多い販売形態
	順
	
	全体
	
	

	
	
	
	うち
	全体に占

	位
	
	
	60歳以上
	める割合

	
	総件数
	75,297
	24,680
	32.8%

	1
	デジタルコンテンツ
	12,727
	3,141
	24.7%

	2
	インターネット接続回線
	2,910
	992
	34.1%

	3
	新　聞
	1,542
	953
	61.8%

	4
	食料品（健康食品以外）
	2,192
	925
	42.2%

	5
	工事・建築
	1,792
	842
	47.0%

	6
	健康食品
	1,705
	728
	42.7%

	7
	移動通信サービス
	2,206
	513
	23.3%

	8
	ファンド型投資商品
	615
	　451
	73.3%

	9
	賃貸アパート
	2,877
	432
	15.0%

	10
	テレビ放送サービス
	985
	431
	43.8%


＜若者の相談状況＞

20歳代以下の若者が契約当事者の相談件数は8,772件で、前年度の8,851件より79件（0.9％）減少したものの、相談全体（75,297件）に占める割合は11.6％で、ほぼ横ばいとなりました（付表13参照）。
商品･役務別の相談状況を見ると、「デジタルコンテンツ」が2,574件となり、他の年代と同様に最も多い相談件数となりました（付表14参照）。特に、20歳未満では、相談件数2,070件のうち、「デジタルコンテンツ」が1,167件で、半数以上を占めました（付表6参照）。そのほか「エステティックサービス」は全相談件数の51.0%を20歳代以下が占めており若者の割合が高くなりました（付表14参照）。
販売購入形態別での相談状況を見ると、「マルチ・マルチまがい」については若者の割合が51.7%と高く、2件に1件以上が若者の相談となりました（付表15参照）。
○付表13　若者の相談件数と全相談件数に占める割合（20歳代以下）
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○付表14　若者の相談の多い商品･役務(上位10位）　    　 　　○付表15　若者の相談の多い販売形態
	順
		全体
		　

				うち
	全体に占

	位
		　
	20歳代以下
	める割合

		総件数
	75,297
	8,772
	  11.6%

	1
	デジタルコンテンツ
	12,727
	2,574
	20.2%

	2
	賃貸アパート
	2,877
	515
	17.9%

	3
	エステティックサービス
	727
	371
	51.0%

	4
	健康食品
	1,705
	341
	20.0%

	5
	移動通信サービス
	2,206
	312
	14.1%

	6
	インターネット接続回線
	2,910
	255
	8.8%

	7
	内職・副業
	395
	181
	45.8%

	8
	フリーローン・サラ金
	1,529
	178
	11.6%

	9
	自動車
	1,001
	164
	16.4%

	10
	化粧品
	826
	157
	19.0%


	
	　
全体
　
　
うち
全体に占
　
　
20歳代以下
める割合
総件数
75,297 
8,772 
11.6% 
通信販売
24,132 
4,081 
16.9% 
店舗販売
22,469 
2,625 
11.7% 
訪問販売
7,386 
546 
7.4% 
マルチ･マルチまがい
980 
507 
51.7% 
電話勧誘販売
4,915 
162 
3.3% 
その他無店舗販売
816 
84 
10.3% 
訪問購入
732 
13 
1.8% 
ネガティブ・オプション
207
12
5.8%
その他
13,660 
742 
5.4% 
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